
な 暮らし カーボンニュートラル

topic 1
問▶カーボンニュートラル推進室（☎〈7１〉２２79）

日常生活で、
こんな思いを
感じていませんか

電気代を
少しでも
抑えたい

災害に
備えたい

※カーボンニュートラルとは、日常生活で出るCO₂等の温室効果ガスを可能な限り削減し、
削減できない分を森林の吸収等によって実質的にゼロにすること。

太陽光発電 蓄電池を自宅に設置する
太陽光で発電した、温室効果ガスが発生しない環境にやさしい電気を使う
ことで、電力会社から買う電気を減らし、電気代を節約できます。
昼間に余った電気は蓄電池に貯めておくことで、発電できない夜間に使っ
たり、災害で停電した際に使ったりできます。

電気自動車 ( EV ) V2H（Vehicle to Home）を使う
電気自動車はガソリンを使用しないため、燃料費を節約できるうえ、温室
効果ガスの削減につながります。大容量のバッテリーを搭載していること
から「電気を貯める設備」として、災害時、非常用電源として使えます。
あわせて自宅に住宅用次世代自動車充給電システム（V2H）（※）を設置する
ことで、電気自動車に貯めた電気を家庭の電気として使うことができます。

カーボンニュートラルに関わる設備導入について、
補助金制度（※）や初期費用を抑える方法があります

❶❶太陽光発電　「０円ソーラー」（環境省HP）
❷❷電気自動車・V2H　クリーンエネルギー自動車導入促進補助金（経済産業省HP）
❸❸太陽光発電・蓄電池・V2H　スマートハウス普及促進補助金制度（安城市HP）
❹❹電気自動車　次世代自動車購入費等補助金制度（安城市HP）

たとえば、カーボンニュートラルな暮らしってこんなこと

環境に
優しい暮らし
をしたい

カーボンニュートラルな暮らしが、それらの思いをかなえます

電気代・燃料費の
節約

災害時の非常用電源の
確保

温室効果ガス削減で
環境にやさしい

（※）�V2H…電気自動車（EV）やプラグインハイブリッド車（PHEV)に貯めた電力を自宅へ供給
したり、自宅から車両へ充電したりするための機器。

❶❶ ❷❷

❸❸ ❹❹

※すでに受付を終了している場合があります
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問▶人事課（☎〈７１〉２２０３）

職員定数 採用 退職
11９４人 88人 ４３人

任免の状況

※職員定数は、安城市職員定数条例に定められた職員の上限数。

（令和７年度）

市職員の給与等について主な内容を公表します。
対象となる職員は、特に記載のあるものを除き、
一般職で任期の定めのない常勤職員です。

安城市の人事・給与に
ついてお知らせします

人件費の状況
人件費 歳出額 人件費率

1４6億6７７５万円 8２７億７９３７万円 1７.７%
※人件費には、特別職に支給する報酬等を含む。

（令和７年度）

区分 平均給料月額 平均給与月額 平均年齢
一般行政職 ３３万1３6９円 ４０万４４6９円 ３９.５歳
技能労務職 ２９万２1０２円 ３５万７２５５円 ４6.6歳

職員の平均給料月額等

※�給与には、給料の他、毎月決まって支給する手当（地域手当、
扶養手当、住居手当、通勤手当及び管理職手当）を含む。

（令和８年4月1日時点）

種類 内容
地域手当 給料、管理職手当及び扶養手当の1２％

扶養手当（月額） 父母等6５００円、子1万３０００円、16～２２歳の子一人につき５０００円加算
住居手当（月額） 家賃の額に応じて、最高２万8０００円まで支給
通勤手当（月額） 距離に応じて、最高6万6４００円まで支給（公共交通機関利用者は運賃相当額、最高1５万円）
管理職手当 管理職の責任の度合いに応じて定額支給

時間外勤務手当 正規の勤務時間以外に勤務することを命じられた職員に支給
特殊勤務手当 著しく危険・不快・不健康な勤務や、その他困難な勤務に支給
期末・勤勉手当 年間支給割合　期末手当２.５２５月分　勤勉手当２.1２５月分（職制の段階、職務の級等による加算措置有）

退職手当
自己都合退職　　勤続２５年２8.０３９５０月分、勤続３５年３９.７５７５月分
早期・定年退職　勤続２５年３３.２７０７５月分、勤続３５年４７.７０９０月分　いずれも最高限度は４７.７０９０月分
※定年前早期退職募集制度による退職の場合は、３～４５％加算。

主な手当の支給状況 （令和８年4月1日時点）

一般行政職の級別職員数

区分 月額 期末手当
市長 1０8万４０００円 6月期　1.７５月分

1２月期　1.７５月分
計　　３.５月分

副市長 88万8０００円
教育長 ７8万円

特別職の報酬等
区分 月額 期末手当

市
議
会

議長 6０万円 6月期　1.７５月分
1２月期　1.７５月分
計　　　３.５月分

副議長 ５５万５０００円
議員 ５０万円

（令和８年4月1日時点）

（�令和８年4月1日時点）

分限処分（心身故障のための長期休養） 懲戒処分
３４人 1人

分限・懲戒処分の状況 （令和７年度）

主査
１5４人（２０.８％）

主事・技師
２１９人

（２９.６％）

主事補・
技師補

７２人（９.８%）

係長・
専門主査

１６４人
（２２.２％）

合計

7３９人

課長補佐
5２人（７.０％）

課長・主幹
5４人（７.３％）

次長・監 １１人（１.5％）部長 １３人（１.８％）

学歴／経験年数 初任給 10年 20年 25年 30年
大卒 ２３万７6００円 ２９万７２16円 ３6万４8２３円 ４０万２０５０円 ４２万５6３３円
高卒 ２０万6７００円 ２6万8０００円 ３1万86５０円 ３７万７３００円 ４1万９５００円

一般行政職の経験年数別平均給料月額 （令和８年4月1日時点）
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